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事業目的・概要 
石油製品（ガソリン､軽油､灯油､A重油）について、特約店やガソ
リンスタンド（SS）等を対象に、卸価格や消費者･事業家向け小
売･納入価格を定期的（週次または月次）に調査し、流通マージ
ン等を把握します。さらに、独占禁止法違反行為等が疑われる場合
には、地域を限定して詳細な価格調査等を行い、必要に応じて公
正取引委員会への情報提供や石油元売各社等への協力要請など
を行います。 

 また、石油製品価格高騰時には、全国の利用者による不要な買い
だめ、買い控えが発生し、国民生活や経済活動に混乱が生じる可
能性があることから、全国の利用者向けに正しい情報を提供し、混
乱が生じないように努めます。

成果目標 
価格監視を行い、適切な政策対応を実施することで、公正な競争環
境を整備します。

事業目的・概要 
①全国規模価格モニタリング調査 ②特定地域実態把握調査

原油価格 

卸価格 
（ガソリン、軽油、灯油） 

卸
マ
ー
ジ
ン
分
析

小売価格 
(ガソリン、軽油、

灯油) 

納入価格 
（軽油、 
Ａ重油） 

一般 
消費者 

大口 
需要家 

小
売
マ
ー
ジ
ン
分
析

経済産業省 
・全国30地区（1地区当たり

10SS）で詳細調査・分析を実施。 独
占
禁
止
法
違
反
行
為
等

が
疑
わ
れ
る
場
合

協
力
ス
キ
ー
ム
に

基
づ
く
情
報
提
供

法
令
遵
守
の
徹
底

な
ど
の
要
請

公取委 石油元売等 

小売マージン 
＋ 

消費税 

卸マージン 
＋ 

揮発油税 
＋ 

石油石炭税 


	スライド番号 1

